
令和２年度の主な取組事項（新規）

資料１（補足資料）



（１）計画的かつ着実な河川整備

く ね べ つ ななえ

⑥野呂川水系中畑川（呉市）

②沼田川水系梨和川（三原市） ⑦芦田川水系吉野川（福山市）

①沼田川水系沼田川（三原市） ③沼田川水系天井川（三原市）

④沼田川水系三次川（三原市）

⑤沼田川水系尾原川（三原市）

越水の危険性がある場所で危機管理型ハード対策等を実施することで，
越水による決壊までの時間を引き延ばす。

○粘り強い構造の構築により，被災時の円滑な避難を可能に

【堤防裏法尻部】
・ブロック等による補強
・透水性の確保 等

対策イメージ

【堤防天端部】
・舗装による洗掘防止 等

○危機管理型ハード対策



（２）適切な避難勧告等の発令

異常洪水時防災操作に関する情報，非常用洪水吐からの越流に関する情報につ
いて，建設事務所（支所）長より市町長等にホットラインを行い，市町長が行う避難勧
告等に係る判断を支援する。

○ダムのホットライン導入について

ゲート開け始め等
（各ダムごと）

承認時 移行時 1時間前 越流時

ダム管理事務所長 市町危機管理部署等 変更 ○

建設事務所・支所長 市町長 新規 ○ ○

ゲートレスダム 建設事務所・支所長 市町長 新規 ○ ○

異常洪水時防災操作 非常用洪水吐からの越流

ゲートダム

ダム種類 ホットライン元 ホットライン先 協議等

ゲートダム ゲートレスダム

ホットラインと合わせて，ダムからメール
通知（自動）を行うことで，情報伝達の強
化を図る。（８月完成予定）



令和２年度の主な取組事項（継続）



（１）計画的かつ着実な河川整備
○近年の浸水被害に対する治水対策の推進（排水ポンプ車の配備）

排水ポンプ車は，災害時の浸水被害への対策として有効な防災機材であり，市町か
らの要請により緊急時の広域な応援派遣が可能である。
令和２年度は，西部建設事務所に１台増備する予定である。

西部建設事務所 １台（予定）



（２）適切な避難勧告等の発令
○想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図の作成

洪水予報河川及び水位周知河川等において，想定最大規模降雨による洪水浸水想
定区域図を６３河川において作成し，ホームページ等で公表。
令和２年度末までに全６３河川の作成を完了する予定。

◯ 洪水浸水想定区域図はインターネットやスマートフォンで「洪水ポータルひろしま」から確認できる。
◯ 「洪水ポータルひろしま」では⾼精度なXRAIN（降⾬観測情報）の配信や避難所の位置も確認できる。

▼洪水浸水想定区域図（想定最大）【パソコン】▼洪水ポータルひろしまトップ画面【パソコン】

ここをクリック！



（２）適切な避難勧告等の発令
○水位情報の提供（危機管理型水位計の設置）

既存の水位観測所を設置していない河川のうち，平成30年７月豪雨により浸水被害

が発生した河川や，近隣に避難所などの重要施設がある河川など，１００ヶ所（９５河
川）に設置する。
令和２年出水期までに５０ヶ所で運用を開始。

◯ 危機管理型水位計の水位はインターネットやスマートフォンで「川の水位情報」から確認できる。
◯ 増水時に一定の水位に達したら水位観測を開始し，10分毎に水位が更新される。

▼川の水位情報【パソコン】
▼水位の確認方法【パソコン】

見たい箇所をクリック！

観測開始水位（河床から護岸高の約4割の高さ）に達したら
10分毎に水位観測を開始します

現在の水位

水位が0.00m（護岸高）に達したら
水位計設置箇所で氾濫が発生

◯ 「川の水位情報」へは「広島県河川防災情報システム」のリンクからも アクセスできます。

【設置例】



（２）適切な避難勧告等の発令
○河川監視用カメラの設置

平成30年７月などの豪雨により浸水被害が発生した河川や，人口・資産の集中する
河川（水位周知河川等）を中心に，71ヶ所（予定）に設置する。
令和２年出水期までに１３ヶ所で運用を開始。

◯ カメラの画像はインターネットやスマートフォンで「広島県河川防災情報システム」から確認できる。
◯ ２分毎に画像が更新される。

▼システムTOPページ【パソコン】

○各観測地点の⾬量・水位，河川監視カメラ画像等の観測情報と併せて気象情報が
チェックできます。

平常時

洪水時

▼河川監視カメラ画像

スマートフォン

QRコード

▼水位と⾬量の状況【パソコン】
広島県河川防災情報システム 検索

携帯電話

ORコード

【設置例】



（３）水防活動の効率化・水防体制の強化
○河川管理者と市町による堤防の合同点検

県管理河川における危険箇所等について現地の状況を確認し共有しておく必要があ
り，その対応として，出水期前の堤防点検に合わせて，危険箇所等を現地確認するこ
ととし，県と市町が合同で堤防点検をする区間を選定し，当該区間を市町と一緒に現
地で確認する。

◯ 令和2年度から，各建設事務所（支所）において，管轄する県管理河川の出水期前点検の実施スケジュール
を作成する際，点検する区間の関係市町と合同で実施するよう依頼した。
◯ 別途照会し，実施状況を確認する。

堤防点検の様子（馬洗川） 令和２年度 出水期前点検位置図
（北部建設事務所管内）



（３）水防活動の効率化・水防体制の強化

県管理河川では，沼田川水系沼田川と黒瀬川水系黒瀬川に河川防災ステーション
を整備している。

県管理河川では，重要水防箇所を定め県内の水防施設に備蓄資材及び器具を保
管しており，出水期前に水防工法講習会を実施している。

○河川防災ステーションの整備について

沼田川 防災ステーション 黒瀬川 防災ステーション

土のう積演習 実施状況
（令和元年5月 水防工法講習会）
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出典：令和２年度広島県水防計画書 ※河川と海岸を含む



（４）平時からの住民への避難行動等の周知

浸水想定区域や土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設の管理者等は「避難
確保計画の作成」及び「避難訓練」の実施が義務化となった（H29.6～）。
対象は，市町の地域防災計画にその名称及び所在地が定められた施設。

講習会プロジェクトにより，要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・避難
訓練の実施を支援する。

○要配慮者利用施設における避難計画の作成及び避難訓練の実施

※以下のアドレスから手引きをダウンロードできます。（国土交通省ＨＰ）

計画ひな型

手引き（別冊）

http://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouhou/jieisuibou/pdf/keikaku_hinagata_suibou201801.doc

http://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouhou/jieisuibou/pdf/keikaku_hinagata_suibou201801.doc

http://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouhou/jieisuibou/pdf/keikaku_tebiki_suibou201801.pdf

〇平成30年3月末時点での
要配慮者利⽤施設
（50,481施設）のうち、計
画作成済施設は8,948施設
（約17.7％）
〇国土交通省は、2021年
度（平成33年度）迄に作
成率を100％とし、逃げ遅れ
による人的被害ゼロの実現を
目指している

避難確保計画 手引き



（４）平時からの住民への避難行動等の周知

不動産関連事業者に対して，研修会等の場において水害リスクに関する説明を実
施した。

津波や土砂災害の危険性については，それぞれの法律で「宅地建物取引における
重要事項」に位置付けられているが，洪水や内水，高潮は説明義務がないため，特
に説明されていないのが実情であった。

そこで，不動産取引の際に，地域の水害リスクについて適切に情報提供いただくこ
とができるように，浸水想定区域図や洪水ハザードマップの内容や見方等について
説明した。
令和元年度は，広島市と福山市で実施した。

○適切な土地利用の促進について

対象災害 根拠法令
宅地建物取引における重

要事項説明

洪水

水防法 （義務付けされていない）内水

高潮

津波
津波防災地域づ
くりに関する法律

津波災害特別警戒区域

土砂
土砂災害防止法 土砂災害特別警戒区域

（参考） （広島会場の様子）



（４）平時からの住民への避難行動等の周知

避難行動等の周知

 災害から命を守るために
必要な⾏動の習得を通じ，
災害時の「死者ゼロ」を目
指すとともに，未来の防
災リーダーの育成を目標と
して，主に小中学生及び
その保護者を対象に出前
講座を開催しました。

防災出前講座実施件数
（H31.4～R2.3）

小学校 中学校 合計

９校 ３校 12校

防災クイズ

 SNSを通じて防災情報
を発信し，県⺠に向け
た防災意識の更なる波
及効果を図ります。

水害ハザードマップの周知

防災情報の周知

 地理情報システム（Web-GIS）に各種情報を表示してい
ます。水系・河川ごとに「浸水想定区域図」や「浸水継続時
間」，「家屋倒壊等」の図面を公表しています。

模型説明

観測所状況

雨量メッシュ情報と観測所情報の重ね合せ

洪水ポータルひろしま

XRAIN


